○八千代市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（抜粋）
平成5年12月24日

条例第27号

 (事業用大規模建築物の所有者等の義務)

第11条　事業用の大規模建築物で規則で定めるもの(以下「事業用大規模建築物」という。)の所有者又は占有者で市の処理施設に廃棄物を搬入するものは，市長の指示に従い，再利用を促進する等により，当該建築物から排出される事業系一般廃棄物を減量しなければならない。

2　事業者のうち事業系廃棄物を多量に排出する事業者で1日の平均排出量が100キログラム以上のもの(以下「多量排出事業者」という。)のうち市の処理施設に廃棄物を搬入するものは，市長の指示に従い，再利用を促進する等により，当該事業者から排出される事業系一般廃棄物を減量しなければならない。

3　事業用大規模建築物の所有者又は占有者及び多量排出事業者で市の処理施設に廃棄物を搬入するものは，事業系一般廃棄物の減量及び適正な処理に関する業務を担当させるため，規則で定めるところにより，廃棄物管理責任者を選任し，その旨を市長に届け出なければならない。

4　事業用大規模建築物の所有者又は占有者及び多量排出事業者で市の処理施設に廃棄物を搬入するものは，規則で定めるところにより，その事業系一般廃棄物の減量に関する計画書を作成し，当該計画書を市長に提出しなければならない。

(勧告)

第12条　市長は，事業用大規模建築物の所有者又は占有者及び多量排出事業者が前条の規定に違反していると認めるときは，当該事業用大規模建築物の所有者又は占有者及び多量排出事業者に対し，期限を定めて，必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。

(受入拒否)

第13条　市長は，事業用大規模建築物の所有者又は占有者及び多量排出事業者が前条の規定による勧告に従わないときは，当該建築物及び事業者から排出される事業系廃棄物の市の処理施設への受入れを拒否することができる。

